
事業者等
（開発指導室） （関係所属）

都市計画課へ事前相談

協議会へ説明のため出席 事業計画聴き取りのため出席

（協議書等提出月の翌月に開催）

事業者

※ 「宅地造成委員会」または「宅地造成連絡協議会」を指す。

③ 市関係所属（構成員）
協議会への出席意向等の回答

②

③ 市開発指導室
協議会日程を連絡するとともに協議
書等の修正及び追加部数の提出を指
示

③

⑥ 市開発指導室
関係所属宛（構成員）に意見照会

⑦

⑧

⑨

⑵市関係構成員宛に協議会日程の連
絡及び出席意向の照会

⑤ 協議会の開催

⑥

② 市開発指導室

⑴協議会※日程及び召集する関係所
属を決定

①

⑤

① 事業者
協議書等を市開発指導室に提出
（毎月締切日までに３部提出）

④ 市開発指導室
協議会開催通知及び協議書等を送付

④

⑫ 市開発指導室
協定書の締結（都市計画法第32条の
協議完了とする）

都市計画法第29条の開発行為許可申
請を提出

伊賀市宅地造成等事業に関する指導要綱（都市計画法第32条協議）フロー

市

⑥ 市関係所属（構成員）
意見の有無、事業者への指示内容な
どを回答

⑦ 市開発指導室
市関係所属からの意見等を集約し事
業者へ連絡

⑧ 事業者
意見等を基に個別設計協議書を作成
し、市関係所属へ直接提出（協議を
要する場合、別途行うこと）

⑨ 市関係所属（構成員）
個別設計協議書の承認欄に記載し、
市開発指導室へ提出

⑩ 市開発指導室
協定書の基文書を作成し、事業者へ
送付（あわせて添付図面を指示）

⑨ 事業者
協議にて修正のあった図面等を市開
発指導室へ提出

⑪ 事業者
協定書２部を袋とじし、押印後、市
開発指導室へ提出

⑫

⑶協議書及び主要図面等を情報共有

③ 事業者
追加部数を開発指導室に提出

⑩

⑪

①～⑫の流れにおいて、概ね

１ヶ月程度の期間を要します。


